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令和４年度一般会計予算現額および執行状況

176億　260.0万円
87億1,838.9万円

歳入 歳出 予 算 現 額 176億　260.0万円
72億　501.9万円

　市では、毎年２回財政状況を公表しています。これは、市民の皆さんが納めた税金などが、どのように使われ
ているかをご理解いただき、市政に対するご協力をお願いするものです。
　令和４年度予算の９月 30 日現在の執行状況は、一般会計の予算現額 176 億 260.0 万円に対し、収入済額
87 億 1,838.9 万円、支出済額 72 億 501.9 万円となっています。
　市債の現在高は総額 227 億 609.9 万円であり、このうち一般会計は 146 億 6,015.1 万円で全体の 64.6％
を占めています。

支 出 済 額

918,875.22 ㎡

予算額  83 億 6,814.8 万円  収入済額（56億 7,100.8 万円）
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27億 1,757.5 万円（5億 4,978.3 万円）

146 億 6,015.1 万円
(64.6%)

●市債現在高　227億609.9万円

11 億 4,339.2 万円
(5.0%)

69 億 　255.6 万円
(30.4%)

市債の状況

163,693.41 ㎡

26億 3,790.9 万円
（26億　236.2 万円）

予算額 75億 9,136.5 万円  支出済額（31億 3,974.0 万円）

23億 1,859.5 万円（8億 5,625.8 万円）

19億 7,690.5 万円（7億 121.5 万円）

14億 1,523.7 万円（5億 4,351.9 万円）

11億 6,204.2 万円（5億 4,910.4 万円）

11億 2,680.8 万円（4億 1,241.3 万円）

8億 3,396.7 万円（3億 7,060.2 万円）

7億 8,387.2 万円（3億 8,323.2 万円）

1億 9,341.9 万円（1億 5,474.6 万円）

2億 39.0 万円（9,419.0 万円）

13億 968.0 万円（1億 4,002.9 万円）

12億 1,780.0 万円（0万円）

10億 6,000.0 万円（5億 8,813.6 万円）

8億 953.5 万円（4億 6,889.2 万円）

7億 9,684.9 万円（7億 9,684.9 万円）

3億 1,070.1 万円（1億 1,761.5 万円）

2億 8,637.4 万円（7,230.8 万円）

7億 2,593.8 万円（3億 1,376.9 万円）

繰 越 金

弥富市の財政状況

土 木 費

国民健康保険税、後期高齢者医療・介護保険料の
社会保険料控除について

令和４年１月～12月に納付した国民健康保険税（国保税）、後期高齢者医療保険料、介護保険料は、確定
申告のときに、社会保険料控除として、全額を所得税や市・県民税の課税対象の所得から差し引くことが
できます。

●特別徴収（年金天引き）された国保税や後期高齢者医療保険料、介護保険料は、年金受給者本人が納付し
たことになるため、配偶者やその他の親族の申告で控除の対象とすることはできません。
●国保税や後期高齢者医療保険料、介護保険料の納税通知書に記載された金額は、年度単位で算定されて
いますので、控除の対象となる金額とは異なります。
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法
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納付済み額の確認方法

①令和４年１月１日から令和５年２月 28 日までの間に婚姻届を提出し受理された夫婦
②新居となる住宅が弥富市内にあり、その住宅に夫婦ともに住民票がある
③夫婦ともに婚姻日における年齢が 39 歳以下
④夫婦の年間所得合計(令和３年１月１日～令和３年 12 月 31日分)が 400万円未満
　※その他条件を全て満たす必要がありますので、対象となる世帯・経費および申請に
　　必要な書類など詳細は市ホームページをご覧ください。

締め切り
せまる！ 弥富市結婚新生活支援補助金

補助金額
1 世帯あたり上限20万円

市役所市民協働課（内線 432）

市役所保険年金課　（内線 122・123・126・127）　市役所介護高齢課　（内線 172・173）　

対象となる世帯

令和５年２月28 日（火）※予算額に達した時点で受け付け終了申請期限

新生活のスタートを応援します！

特別徴収
（国民年金や厚生年金などからの天引き）

年金保険者（日本年金機構など）から送付される
「公的年金等の源泉徴収票」

普通徴収
（納付書払いまたは口座振替）

国民健康保険税
１月中旬に市が送付する「国民健康保険税納付済額通
知書」

後期高齢者医療保険料・介護保険料
１月中旬に市が送付する「納付額確認書」
※納付書払いの方は領収書、口座振替の方は預貯金
　通帳でも確認できます。

市ホームページ
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